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　戦後80年、中日関係は多くの重要な局

面を経て、歴史的な大きな変化を遂げて

きた。この過程において、国際的な戦略

環境の変化と国内の政治・経済的要因

は、各時期の中日関係の発展方向に影響

を与える主要な変数であった。戦後80年

の中日関係の発展と変遷の軌跡を振り返

ることは、この波乱に満ちた歴史を整理

し、明らかにするうえで有意義であるだ

けでなく、そこから建設的な経験や示唆

を見出し、法則を把握し、知恵を増や

し、当面する中日関係の課題と挑戦を直

視すると同時に、将来の中日関係のある

べき方向を科学的に思考し、構想するう

えで、より重要な意味をもつ。

Ⅰ．相互の隔絶が戦後の中日関係

に長期的な影響をもたらした

　第二次世界大戦は人類社会に歴史的な

大変動をもたらした。国際連合は、世界

平和の維持、諸国民の友好関係の発展、

国際協力の推進を目的に、「加盟国の主権

平等、憲章履行の義務、国際紛争の平和

的解決、武力による威嚇及び武力行使の

禁止、国連の行動への援助及び国連が防

止行動又は強制行動をとる対象国への援

助の禁止、非加盟国による国連憲章履行

の保障、内政不干渉」の７原則を定め、

国際法という形で中小国に、初めて大国

と同じ発展の権利を与えた。国際連合の

成立は、世界の反ファシズム戦争の勝利

の結果であり、それゆえに正統性と権威

性をもっている。国連の包括性と代表性

は、第一次世界大戦後に設立された国際

連盟をはるかに上回っており、ソ連と米

国という二つの超大国も含まれている。

国際組織設立の積極的提唱者として、当

時の米国大統領ローズヴェルトが、「イ

ギリス、ソ連、中国、米国とその同盟国

は、世界人口の４分の３以上を代表して

おり、これら４大軍事大国が一致団結

し、平和の維持を決意する限り、ある侵

略国家が再び世界大戦をひき起こす可能

性はない」と指摘したことがある１。

　しかし、1947年３月の「トルーマン・

ドクトリン」を契機に冷戦が勃発し、東

西両陣営が互いに対峙する構造が次第に

形成されていった。1947年の秋になると、

中国の内戦の戦況の変化に伴って、米国

は蔣介石集団に対して完全に失望し、米

国の東アジア戦略における日本の価値が

際立ってきた。これを受け、米国は対日

政策の調整に着手し始めた。1950年にな

ると、朝鮮戦争の勃発で冷戦構造が加速

的に形成されたことに伴って、米国は対

日政策を大幅に転換した２。国際情勢の

このような激変は、中日関係に重大かつ

長期的な影響をもたらした。中国は「中

国人民政治協商会議共同綱領」におい

て、「中華人民共和国中央人民政府は、

平等、互恵、領土主権の相互尊重を基礎

において、友好的外国政府と交渉して外
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交関係を樹立する」という外交基本方針

を明らかにした３。同時に、当時の国際

環境の下で、中国は社会主義国に対して

「社会主義陣営の側に立つ」（原文：「一

辺倒」）外交戦略を確立し、平和共存５

原則という外交の基本指針を打ち出し

た。1960年代以降、中ソ関係の悪化に伴

い、中国外交は「反帝反修」（訳注：「反

帝国主義・反修正主義」の意）路線を実

施するようになった。

　一方、日本は米英等と共に「サンフラ

ンシスコ講和条約」に署名し、戦後処理

を最も安価なコストで完了させると同時

に、米国と安全保障条約を締結すること

により、決定的に米国の戦略軌道に乗る

こととなった。「片面講和」で日本は大

きな現実的利益を獲得したが、アジアの

隣国との和解を実現するという歴史的機

会を逃してしまった。この点はその後、

日本の周辺関係に長期にわたって影響

し、現在に至っている。1972年の国交正

常化前のほぼ四半世紀は、中日両国それ

ぞれに大きな変化があった歴史的な段階

であったが、両国は国際的には異なる陣

営に属し、対立関係にあった。朝鮮の戦

場では、中国は米国率いる、いわゆる

「国連軍」と戦った側であり、日本は米

軍の兵器工場となり、戦争による「特

需」に依存して経済復興を推進し、実質

的には形を変えて戦争に参加していた。

つまり、戦後の国際関係が激変したこの

重要な時期に、両国は正常な交流のすべ

がなかっただけでなく、互いに疎遠であ

ったことにより相互理解にも欠けていた

のである。この点は1972年以降も長期に

わたって中日関係に影響を及ぼしてい

る。

　冷戦構造の下でも、中日両国は「民間

外交」を通じて、「民間が官を促し」「経

済が政治を促す」という形で、困難を克

服し、両国の交流と協力を進めた。中国

政府の支援と日本の民間貿易団体の努力

によって、両国の間で1952年から1958年

にかけて前後４回の貿易協定が調印され

た。貿易総量はココム協定の影響を受け

たが、両国は、この時から民間貿易交流

のルートを開いたのである４。1962年、

それまでの貿易協力の進展にもとづい

て、後に中日友好協会会長となる廖承志

氏と日本の元通産大臣の高碕達之助氏が

「中日長期貿易包括協定」に調印し、両

国間の貿易に関する対話と協力がさらに

促進された。まさに中日双方の絶え間な

い努力の下で、「民間外交」は政府間交

流の断絶された状況において、中日両国

が対話と意思疎通を維持するための重要

なチャンネルとなり、後の国交正常化実

現のための条件を作り出したのである。

実際、「LT貿易」は1967年末に終了する

まで、中日両国の実質的な政府間対話の

窓口の役割を果たしたとみなされている
５。

　しかし、政治と安全保障の分野では、

二大陣営に別々に属していた中日間の対

立は引き続き存在し、そのうえ、両国間

の距離は次第に広がっていった。米国は

「サンフランシスコ講和条約」を核とし

て、一連の二国間・多国間条約の締結を

主導し、冷戦戦略に奉仕するアジア太平

洋同盟体制、すなわち「サンフランシス

コ体制」を形成した。サンフランシスコ

講和会議以前から、米国の冷戦準備はす
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でに着手されていた。例えば、1951年８

月には「米比相互防衛条約」、1951年９

月すなわちサンフランシスコ講和会議の

１週間前には、「米豪新安保条約」に調

印している。「サンフランシスコ講和条

約」にもとづいて、米国は日本と安全保

障条約およびその後の一連の軍事協定を

結び、日米同盟は米国の地域安全保障に

介入する礎石となった。サンフランシス

コ講和会議後、米国は1953年８月の「米

韓相互防衛条約」、1954年９月の「東南

アジア集団防衛条約」の調印を主導した。

　米国は陣営間の対立を形成する一方

で、日本を東アジアの前線で中ソを牽制

する「反共防波堤」に仕立てあげようと

力を注いだ。吉田茂首相ら日本政府の上

層部は、対中問題において米国とは異な

る見解・主張をもっていたが、米国の圧

力の下で、「米国一辺倒」の対中政策を

選択し、「書簡」によって、その旨を米

国に伝えた。さらに、米国の意を受けて

1952年４月「日台平和条約」に調印し、

1954年12月に調印された「米台相互防衛

条約」６と共に、台湾を「サンフランシ

スコ体制」に引き込んだ。これらの行動

は一連の深刻な結果をもたらし、アジア

太平洋地域の冷戦構造を固定化し、それ

により後の中日関係正常化の実現は複雑

で困難な状況に直面することとなった。

Ⅱ．国交正常化から条約締結へ、

中日の協力がアジアの平和と

繁栄を支える

　戦後初期、中日関係の正常化が遅れた

のは、中国と日本の国内問題が大きな原

因であった。日本は占領下にあり、完全

な国家機能をもっていなかった。中国は

内戦状態にあり、外交事務が組織的に再

開されたのは1949年10月の新中国建国以

降であった。そして最も重要な外的要因

は、米国の対中敵視政策の影響によるも

のだった。この状況は、ニクソン政権が

中米関係の扉を開くことを模索し、田中

角栄内閣が発足するまで続いた。中米国

交樹立や日韓国交樹立に比べ、1972年の

中日の国交正常化は特別な手続きが取ら

れた。第一に、単純な法的解決ではな

く、包括的な政治的解決であった。第二

に、二段階で進められたことである。ま

ず、「両国政府は国会の批准を必要とし

ない『共同声明』」７を発表し、その後、

条約に署名し、両国の立法機関の承認を

得るというものであった。国交正常化を

出発点として、戦後の中日関係は歴史的

な新時代を迎えた。

　中国は1978年に改革開放を実施し、同

年に「中日平和友好条約」が締結された。

これにより、中日両国の各分野での協力

に新たな弾みがつき、両国関係は「黄金の

十年」に入った。1979年の大平正芳首相の

訪中後、日本は中国に政府開発援助（ODA）

を提供し始め、2008年までの30年間に、

総額3.4兆円の各種融資を行い、中国の

いくつかの分野での資金需要の解決を手

助けした。一方、日本は高度経済成長後、

市場の消化力不足という問題に直面して

おり、中国との協力は日本にとって巨大

な海外市場を生み出した。このように、

堅固な現実的利益の絆が両国を緊密に結

びつけ、中日間の平和的協力の基調と大

きな方向性を維持し、アジアおよび世界

の平和と発展に重要な貢献を果たした。
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　中日の国交正常化はまた、アジアの地

政学的安全保障環境を著しく改善し、地

域の全体的な平和と長期的な安定を維持

した。第二次世界大戦の主要な敵対国で

あった中日両国が国交正常化を通じて戦

後和解したことは、戦争状態を終結さ

せ、両国関係を変化させただけでなく、

当時の東西冷戦に風穴を開け、アジアの

平和を力強く守った。中米の国交樹立と

相まって、アジア太平洋地域は「米ソ＋」

という「2.5」のパワーバランスにもとづ

く戦略的均衡を形成し、アジアの発展と

台頭の条件ともなった。異なる社会シス

テムをもつ隣国として、過去半世紀以上

にわたる中日間の平和共存と互恵協力の

戦略的意義は、二国間関係そのものをは

るかに超えるものであった。中日両国の

平和共存と互恵協力は、「アジアの台頭」

の重要な構成要素であり、東洋文明の復

興と世界の多極化の推進に大きく寄与し

てきた。

　中日の国交正常化と条約締結の背後に

は、両国共に強い戦略的な必要性が働い

ていた。1970年代初頭、世界はニクソン

が提唱した「五大勢力（米、欧、日、

ソ、中）」の構造を形成し、アメリカの

経済的・軍事的力は相対的に低下してい

た。冷戦における米ソの攻守が逆転し、

中米両国はソ連の脅威に対抗するために

互いに接近していった。1972年２月、ニ

クソンは中国を訪問し、両国関係の正常

化のプロセスが始まった。日本では「ニ

クソン・ショック」が佐藤栄作内閣の退

陣を引き起こし、次の内閣は対中政策の

調整を加速させた８。1970年代末から

1980年代初めにかけて、ソ連が軍事戦略

上で攻勢をかけ、アジア太平洋地域の緊

張が高まったことから、中国も日本も北

からの軍事的圧力に直面し、友好と協力

を通じて平和で安定した国際的な戦略環

境を求める必要があった。

　中日の国交正常化後の最初の20年間、

日本の国家戦略は経済中心の「吉田路

線」に沿って継続性を保ってきた。これ

は、中日間の友好協力と全体的な安定の

重要な前提条件となった。1980年代、日

本の国家戦略は転換の兆しを見せたが、

まだ構想段階にあり、冷戦構図の厳しい

制約もあったため、両国は「違いを留保

しつつ、共通の基盤を求める」という精

神で、互いの相違や摩擦を効果的にコン

トロールし、適切に解決することができ

た。1989年、日本は欧米の対中経済制裁

に参加したが、やがて「中国との良好で

安定した関係を維持することは、日中両

国とアジア太平洋地域の平和と安定にと

って非常に重要」と認識し、「中国を孤

立させる政策は望ましくない」９と考

え、いち早く中国との正常な交流を再開

した。1992年、明仁天皇が訪中し、中日

関係の改善と発展は頂点に達した。

Ⅲ．ポスト冷戦時代、中日関係の

矛盾と対立が次第に顕在化す

る

　戦後80年間、中日関係は多くの試練を

経ながらも、総体的には平和と協力の基

盤を守り続け、両国と世界に恩恵をもた

らしてきた。しかし、ポスト冷戦期に入

ると、両国の協力が深化した一方で摩擦

も増加し、矛盾や対立がより顕著になっ

ていった。中日関係は「協調」と「対
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立」が交錯する段階に入った。

　冷戦の終結は、資本が政治的障壁を超

え、世界的規模でより良い配分を求める

ことを可能にした。グローバル化の波の

下で、中日の経済協力は力強い勢いを維

持した。一方、ソ連の崩壊に伴い、中日

関係の戦略的基盤は弱まり、両国間の矛

盾や対立がより頻繁に現れるようになっ

た。この時期、中日間の経済協力は並外

れた成果を上げ、地域化、多国間化へと

進んでいった。この傾向は、1998年の

「平和と発展のためのパートナーシップ

の構築に関する中日共同声明」10と2008

年の「『戦略的互恵関係』の包括的推進

に関する中日共同声明」という中日の第

３次と第４次の政治文書に全面的に反映

されている。1997年のアジア金融危機に

手を携えて対応するなかで、中国、日

本、韓国は「10（ASEAN）＋３」の対話

プラットフォームを通じた日中韓首脳対

話メカニズムを立ち上げた11。

　この段階から、日本の国家戦略は「大国

化」への転換傾向が顕著になり始め、そ

れは中日関係にも影響を与えた。1980年

代以降、国民経済の著しい発展に伴い、

日本社会の価値観、思考様式、生活様式

は多様化の傾向を示した。中曽根康弘首

相時代の「戦後政治の総決算」などのスロ

ーガンは大国主義の高まりを象徴し、冷

戦終結の際には「政治大国」化が日本の新

たな戦略目標となった。これには、国連

安全保障理事会の常任理事国への昇格、

国際秩序の再構築への参加、国内の政治

体制改革や『日本国憲法』の改正などが含

まれていた。1990年５月、外務省の栗山

尚一事務次官は「激変する90年代と日本

外交の新展開」と題する論文を発表し、

日米欧の「三極体制」で共同して世界を

指導するという主張を提唱した。また

1993年５月には、当時の自民党幹事長で

あった小沢一郎が重厚な政治論著『日本

改造計画』を発表し、日本が「正常な国

家」になるという政治的主張を提起した。

　同時に、アジアの安全保障環境の変

化、日本のバブル経済の崩壊など、さま

ざまな要因が重なり、日本国内の「高揚

したナショナリズム」は「陰鬱なナショ

ナリズム」へと変化した12。「戦後レジ

ーム」から脱却し、民族のプライドを取

り戻すために、保守勢力は「主張する外

交」を打ち出すと同時に、侵略戦争の歴

史を極力歪曲、美化しようとした。1995

年に「村山談話」が発表された後、日本

の政界では右派保守勢力がそれに強く反

発し、『大東亜戦争の総括』が公表され

た13。右派勢力は、侵略戦争を美化する

ことで日本人のプライドを刺激し、社会

イデオロギーの全体的な「右傾化」を推

進し、彼らの政治的地位を固めようとし

た。この傾向は、安倍晋三が2006年と

2012年に二度にわたり政権についた際に

特に顕著に現れた。

IV．戦略的競争：中日関係の新た

な課題と挑戦

　2008年の国際金融危機（リーマンショ

ック）の影響に加え、オバマ政権による米

アジア太平洋戦略の調整、中日GDPの逆

転、釣魚島問題（訳注：尖閣諸島問題）

の激化といった一連の出来事を経て、中

日関係は戦後以来、最も複雑で厳しい戦

略競争の時期に突入した。政治的安全保
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障の危機意識が高まり、構造的な矛盾が

顕在化している。対外関係においては、

日本は価値観やイデオロギー的要素を重

視し始め、「民主主義国家」との戦略的協

力の強化に重点を置くようになった。実

際、小泉純一郎政権は2005年の段階で、

「東アジア首脳会議（東 ア ジ ア サ ミ ッ

ト）」の開催を推進しながら中国の影響

力を弱めるために、インドやオーストラ

リアなどの「民主主義国」の参加を求めた
14。安倍晋三首相は１期目に「弧」とい

う「ある種の戦略性をもった概念」を提

唱した。2012年の政権復帰後、彼は「価

値観を共有する」国々との協力を積極的

に強化する「価値観外交」を正式に提唱

した。日本の学者の中には、中国を排除

した「価値観外交」や「自由と繁栄の

弧」は明らかに中国をターゲットにして

いると考える意見も存在している15。

　同時に、日本の対中戦略認識は「敵対

的」、「挑戦的」、さらには「脅威」とい

う方向性が徐々に強調されるようになっ

た。2013年版の国家安全保障戦略では、

中日間の軍事安全保障分野における対立

関係を次のように指摘している。「中国

の対外姿勢、軍事動向等は、その軍事や

安全保障政策に関する透明性の不足とあ

いまって、我が国を含む国際社会の懸念

事項となっており、中国の動向について

慎重に注視していく必要がある」とし、

中国のいわゆる「力による現状変更の試

み」に対して、「冷静かつ毅然として対

応していく」と論じた16。2022年版の国

家安全保障戦略ではさらに踏み込んで、

「中国の対外的な姿勢や軍事動向等は、

我が国と国際社会の深刻な懸念事項」と

し、中国について「我が国の平和と安全

及び国際社会の平和と安定を確保し、法

の支配に基づく国際秩序を強化する上

で、これまでにない最大の戦略的な挑

戦」と言及した17。これは日本が提唱し、

中日双方が合意した「戦略的互恵関係」

と明らかに矛盾しており、両国の相互信

頼に深刻なダメージをもたらしている。

　中日関係が戦略的競争の常態化に直面

するなかで、現在主に以下の課題が存在

している。

　第一に、民間の感情の悪化を逆転させ

ることである。多くの矛盾と軋轢の増大

という中日関係の困難な現実の下で、中

日両国の民間の相互認識と国民感情も悪

化しており、中日両国民の相互信頼の欠

如がひいては両国関係をさらに悪化させ

ている。中日両国の団体が発表した最新

の共同世論調査結果によると、「相手国

に対する印象」について、日本側回答者

では「中国に対するよくない印象を持っ

ている」人は89％、中国側回答者では

「日本に対するよくない印象を持ってい

る」人は87％、「今後の中日関係」につ

いて、75％の中国側回答者は「悪くなっ

ていく」と考えており、その主要な理由

は、日本の「軍事力の強化」、日米同

盟、「日本が進める経済安全保障の展

開」などである。日本側回答者で今後の

中日関係がよくなっていくと考える人は

わずか７％である18。

　第二に、台湾問題の適切な処理であ

る。台湾問題は中国の内政問題であると

同時に、中日関係の政治的基盤に関わる

問題であり、戦後の米国の同盟体制やア

ジア太平洋地域の秩序と密接な関係があ
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る。近年、中米の戦略的対立が激化し、

「台湾独立」支持の政治勢力が影響力を

増すなかで、日本の対台湾政策には従来

の立場から後退する兆候が見られる。

2021年４月、日米両首脳は「台湾海峡の

平和と安定」に懸念を表明する共同声明

を発表したが、いわゆる「台湾条項」が

日米首脳会談の共同声明に盛り込まれた

のは1969年以来初めてのことである。同

年12月、安倍晋三元首相は「台湾有事は

日本有事である」と公言した。2022年２

月にロシア・ウクライナの衝突が勃発す

ると、日本政府高官は台湾海峡問題をロ

シア・ウクライナ紛争に結びつけ、「今

日のウクライナは明日の東アジアだ」と

まで述べた。このような動向は枚挙にい

とまがなく19、地域の安全保障リスクを

悪化させるだけでなく、中日関係の政治

的基盤を深刻に損ない、中日間の相互信

頼をさらに失わせることにつながってい

る。

　第三に、アジア太平洋地域の安全保障

秩序の再構築である。現在のアジア太平

洋地域の安全保障秩序をどのように理解

し、どのように見るかは、中日関係が直

面するもう一つの茨の道である。この問

題は、中日両国の現在の国際秩序に対す

る認識の違いから生じている。前述した

ように、日本は戦後の国際秩序の法的基

盤は「サンフランシスコ講和条約」にあ

ると考え、「サンフランシスコ体制」に

もとづいて米国が一方的に主導したアジ

ア太平洋地域における安全保障秩序と国

際秩序のルールに従って、中国の復興を

規制し、制約しようとしてきた。

　一方、中国は、カイロ宣言やポツダム

宣言などが戦後国際秩序の法的根拠であ

ると主張し、「サンフランシスコ講和条

約」を戦後国際秩序の法的根拠としてみ

なしていない。中国は、米国が「サンフ

ランシスコ体制」にもとづいて構築した

軍事同盟体制は、それぞれの当事国の利

益に合致し、それぞれが認めるアジア太

平洋地域の安全保障秩序ではなく、本質

的には米国の世界戦略・地域戦略に奉仕

するための地政学的手段であると考えて

いる。将来的に、アジア太平洋地域は安

全秩序の再構築を実現する必要があり、

最終的には地域内で統一された、各国が

平等に参加した、各国の要求を反映し

た、利益を共有する政治的安全保障の新

秩序を形成することが求められている。
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